
原子力発電
その原理、利用、廃棄物処理

元日本原子力研究所理事長

齋 藤 伸 三

学生とシニアとの対話イン金沢
平成２２年１２月１１日
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主 要 な ポ イ ン ト

１．放射線の基礎と人体への影響

２．原子力発電

原理、安全対策、環境モニタリング、核燃料
サイクル、再処理、放射性廃棄物処分

３．世界のエネルギー需給と原子力
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放 射 線 の 種 類

原 子 の 構 造

＊ヘリウムの原子核 ：陽子２個、中性子２個から
構成される。

原子は、すべての物質の基本を成すもので、陽子と
中性子から成る原子核とその周りを回る電子で構成
される。
原子核の大きさ： 約１兆分の１ｃｍ
原子の大きさ： 約１億分の１ｃｍ

Ｘ線 （原子核の外で発生する）
ガンマ線 （原子核から出る）
アルファ線 （原子核から飛び出るヘリウム

の原子核＊）
ベータ線 （原子から飛び出る電子）
電子線 （加速器などでつくられる）
陽子線 （加速器でつくられる）
その他
中性子 （原子炉、加速器、アイソトープ

でつくられる）

電荷をもたない粒子線

電荷をもった粒子線

電 磁 波

放

射

線
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放 射 線 防 護
遮蔽、距離、時間制限がポイントである。



44【出典：資源エネルギー庁「原子力2004」他】

0.01クリアランスレベル導出の
線量目安値（年間）

0.1

0.2

国内自然放射線の差（年間）
（県別平均値の差の最大）

0.4

岐阜 神奈川

（世界平均）

2.4一人当たりの
自然放射線（年間）

ブラジル・ガラパリの
放射線（年間，大地などから） 10

自然放射線 人工放射線

10

1
食物から 0.29

吸入により 1.26
（主にラドン）

大地から 0.48

宇宙から 0.39

胸部X線コンピュータ断層
撮影検査（CTスキャン）（1回）

6.9

1.0 一般公衆の線量限度（年間）
（医療は除く）

0.6

胃のX線集団検診（1回）

胸のX線集団検診（1回）

原子力発電所（軽水炉）周辺の
線量目標値（年間）
（実績は0.001ミリシーベルト未満で，
この目標値を大幅に下回っている）

0.05

放射線の量
（ミリシーベルト）

東京－ニューヨーク航空機旅行（往復）
（高度による宇宙線の増加）

1.48
〔日本平均〕

1/4

1.19 0.81

日 常 生 活 と 放 射 線
このレベルの放射線は人体への影響は全くない
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放 射 線 の 人 体 へ の 影 響

（注）一般の人の線量限度1.0mSv／年，
原子力発電所周辺の線量目標0.05mSv／年

10,000

9,000

8,000

7,000

6,000

5,000

4,000

3,000

2,000

1,000

500
200
ミリ

シーベルト
全身 臨床症状が確認されず

全身 末梢血中のリンパ球減少

全身 悪心，嘔吐（10%の人）

C： 1,000~4,500 （存命）

全身 50%の人は死亡

A,B,CはJCO臨界事故時、現場作業者

全身 100%の人は死亡

A: 16,000~20,000 （死亡）
B: 6,000~10,000 （死亡）

全身被曝 部位 症 状局部被曝

皮膚 急 性 潰 瘍
10,000以上

皮膚 紅 斑

水晶体 白 内 障

皮膚 脱 毛

生殖腺 永 久 不 妊

水晶体 水晶体混濁

出典：ICRP Pub.60 他
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原 子 力 発 電 の 原 理

原子炉の原理は、一言で言えば、核分裂の連鎖
反応を起させ、臨界状態を維持すること。

1回目 3回目2回目

核分裂反応
（ウラン235）

中性子

ウラン
２３５

ウラン
２３６ 中性子

中性子

中性子核分裂生成物

内部エネルギー
が大きくなり変形

核分裂生成物

中性子 U235
熱

中性子

分裂

熱

中性子

熱

中性子

1回目 3回目2回目

中性子 U235
中性子 中性子

分裂 熱
中性子

熱 熱

ウラン238、他に吸収

臨界

熱

核
分
裂
の
連
鎖
反
応

超 臨 界
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原 子 力 発 電 の 原 理

核分裂によって、２または３個の中性子が発生し、核分裂
生成物は多種類（核分裂収率）である。核分裂反応によっ
て発生するエネルギーの約80％は核分裂生成物が持ち去
り、5μm程度の範囲内で周辺の原子と力を及ぼし合い、
熱エネルギーとなり、核燃料の温度上昇となる。

92U235 + n 35Br90 + 57La144 + 2n

92U235 +   n 56Ba141 + 36Kr92 + 3n
核分裂により発生するエネルギーは、アインシュタイン
の質量（ｍ）とエネルギー（E)の等価則で説明される。

E = ｍｃ２ （Ｃは光の速度）

76 88 100 112 124 136 148 160
10-4

10-3

5

10-2

10-1

5

5

10
5

1
5

質 量 数
核
分
裂
生
成
物
生
成
量
［
%
］

◎ 233U
○ 235U
△ 239Pu

核分裂収率

１回の核分裂による発生エネルギーは、核分裂反応に
よる質量欠損（上の式の左辺の和から右辺の和の差）

から計算され、約２００MeV（=3.2x10－11J）である。

１電子ボルト（eV)とは、真空中で、１価の荷電粒子を１V 髙電位側へ移動させた
ときの仕事量＝1.6 ｘ 10-19J
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原 子 力 発 電 の 原 理

Ｓｈ

核分裂反応によって生成される中性子のエネルギーは非常に高く
（高速：約1,000万ｍ/秒）、核分裂反応の起こり易さ（核分裂断
面積）は、中性子のエネルギーによって異なる。一般には熱中性
子（約2,200ｍ/秒：この運動エネルギーが常温の物体の原子の熱
運動エネルギーと平衡）まで減速して反応を起しやすくする。こ
の減速材としては、軽くて中性子を吸収しないで弾き飛ばす原子
である水素（水）や炭素（黒鉛）等が選ばれている。

中性子のエネルギー［MeV］
0 1 2 3 4 5 6 7

M
eV
あ
た
り
の
中
性
子
割
合

0.40

0.35
0.30

0.25

0.20

0.15
0.10

0.05
100

101

102

103

104

10-1 100 101 102 103 104 105 106 107

中性子のエネルギー （eV）

断
面
積
（
ba

rn
s）

235U(n, f)

核分裂断面積核分裂により発生する中性子のエネルギー

0.00
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原子力発電と火力発電の違い

同じ

原子炉圧力容器

蒸気
蒸気出口

再循環水
出口

燃料

制御棒制御棒駆動機構

冷却材入口

再循環水
入口

シュラウド 炉心

原子力発電所（BWR)

火力発電所
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C ＋ O2 → CO2 ＋石炭、石油、天然ガス 熱エネルギー

100万kWの発電所を１年間運転するために必要な燃料の量

0 5 10 15 20 25(ﾄﾝ）

21トン

93万トン

146万トン

221万トン

0 50万 100万 150万 200万 250万（トン）

濃縮ウラン

天然ガス

石炭

石油

10万分の１

火力発電所では、原子の結びつき方が変化する際に発生するエネルギーを利用

1個のウラン235原子の核分裂は、5,000万個の炭素原子の燃焼に匹敵
するエネルギーを出す。

原子力発電と火力発電の違い
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加圧水型軽水炉（PWR)の燃料棒と燃料集合体

燃料集合体
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加圧水型原子力発電所系統図

九州電力提供



1313

写真で見る原子炉圧力容器、格納容器とタービン

据付け中の原子炉
圧力容器

燃料集合体を装荷した
原子炉圧力容器

蒸気によりタービンを１分間に
1,800回の高速で回転させ、
このタービンに直結した発電
機を回転させて電気をつくる。

タービン・発電機

据付中の原子炉格納容器
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運転・保修員
の資質向上

多重防護の設計

もし異常が
発生しても

異常の拡大及び
事故への進展の防止

自動的に
原子炉を

停止する装置

異常を早期に
検出する装置

止める

さらに事故発生
に至っても

周辺への放射性物
質の異常放出防止

原子炉

格納容器

非常用

炉心冷却

装置

閉じこめる冷やす

異常の発生の防止

余裕の
ある

安全設計

フェイル
セーフ

インター
ロック

(地震対策など) (安全側へ動作) (誤動作防止) 

厳重な品質管理
入念な点検，検査

原子力
発電所の
安全性

安全確保のしくみ

原 子 力 発 電 の 安 全 対 策
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非常用炉心冷却装置（ＥＣＣＳ） 格納容器の圧力が上昇し
た場合、水をスプレイし、
格納容器内の蒸気を冷却
し内圧を下げるとともに、
放射性物質を溶解、沈降
させる。

万一、冷却材の通るパイプが破れ
て、炉内に水がなくなるような場合
に、炉心を冷却する独立の系統

（３基）

（ポンプ ３台） （ポンプ２台）

原 子 力 発 電 の 安 全 対 策

炉心溶融
を防ぐ！
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放射能を閉じ込める5重の壁

第1の壁

ペレット
ウラン燃料を
焼き固めた物

第2の壁

被覆管
合金製の
細長い筒

約4m

第3の壁

原子炉圧力容器
（鋼鉄製容器）

厚さ
約20cm

第4の壁

厚さ
約4cm

原子炉格納容器
（鋼鉄製容器） 第5の壁

厚さ
約1m

原子炉建家
（鉄筋コンクリート）

原 子 力 発 電 の 安 全 対 策

放射能漏れ
を防ぐ！
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自己制御性なし

［出力小の状態］ ［出力大の状態］

ある出力状態

ほうっておいとどちらかに移動（不安定）

ある出力状態

［出力小の状態］ ［出力大の状態］

ほうっておいても安全（安定）

自己制御性あり

核分裂が
減る

核分裂が
ふえる

温度が
上がる

温度が
下がる

燃料のドップラー効果
ウラン238が中性子をた
くさん吸収する

減速材の温度効果（密度効果）
水の密度が下がって中性子が減速さ
れる割合が少なくなるのでウラン235
に吸収される中性子の割合が減る

原子炉の固有の安全性（自己制御性）

水の密度が上がって
中性子が減速される
割合が増える

ウラン238が中性子を
あまり吸収しなくなる

原 子 力発電の安全対策
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原子力発電所の地震対策と一般建築物の揺れの差

耐震設計と地震対策
１．徹底した調査
活断層、地質構造、過去の
地震

２．振動台や加振機による

耐震実証試験

３．詳細な解析評価

４．強固な岩盤上に設置

５．安全上の重要度に応じ

た耐震設計
止める、冷やす、閉じ込める

６．原子炉の自動停止

原 子 力 発 電 の 安 全 対 策
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重要度分類と対象機器 建物および構築物 機器、配管など

Sクラス
原子炉格納容器、原子炉
圧力容器、制御棒、非常用
炉心冷却装置等

Cクラスの震度の３倍と動
的解析により定まる水平
地震力の大きな値

動的解析による加速度と
左記の加速度の1.2倍に
よる地震力

Bクラス

廃棄物処理施設等

Cクラスの震度の1.5倍 左記の震度の1.2倍、
重要な共振のおそれの
ある設備は動的にも解析

Cクラス

補助ボイラー、タービン、発
電機等

建築基準法に定める震度 左記の震度の1.2倍

原子力施設の耐震構造設計の基本方針

原子力発電の安全対策
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チェルノブィリ原子力発電所の構造と事故経過

原子力発電の安全対策
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多重防護の設計

異常の発生の防止

余裕の
ある

安全設計

フェイル
セーフ

インター
ロック

(地震対策など) (安全側へ動作) (誤動作防止) 

もし異常が
発生しても

異常の拡大及び
事故への進展の防止

自動的に
原子炉を
停止する装置

異常を早期に
検出する装置

止める

さらに事故発生
に至っても

周辺への放射性物
質の異常放出防止

原子炉

格納容器

非常用

炉心冷却

装置

閉じこめる冷やす

なし
急速で信頼性
高い停止系 ：
不十分

自動作動を
切って運転

「制御棒30本以上を
中間位置まで挿入」
が条件であったが、
インターロックなし

計画を下回る低出力で
運転―不安定になるた
め連続運転は禁止され
ていた。

チ ェ ル ノ ブ ィ リ 事故 と多重防護チ ェル ノ ブ ィ リ 事故 と多重防護

安全文化の欠如

原 子 力 発 電 の 安 全 対 策
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我が国における仮想事故

我が国では、原子力発電所の設置にあたり、技術的見地からは

起こるとは考えられない事故（仮想事故）の発生を仮想しても、
周辺の公衆に著しい放射線災害を与えないことになっており、厳
しい審査を行っている。

この場合の評価の前提として、原子炉格納容器内に放出される核分
裂生成物の量は、炉心内蓄積量に対し、希ガス100％，よう素50％、
粒子状FP１％の割合とすることを義務づけている。
これに対し、周辺公衆への影響は、直接線量（コンクリート壁で遮蔽）、
スカイシャイン、格納容器からの僅かな漏れである。立地審査指針で
は、周辺公衆に対し、0.25Svをめやす線量としている。
因みに、川内原子力発電所に関する評価結果は、約0.011Svである。

原 子 力 発 電 の 安 全 対 策
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原子力発電所周辺の環境モニタリング

原子力施設周辺の環境放射線モニタリング

原子力施設を有する道
府県では、４半期ごとに
評価会議を開き、審議・
評価し、すべて公表して
いる。

モニタリングカー

放射線や放射能を
測定する機器を積んで，
広い地域でモニタリングを

しています。

モニタリング
ステーション

環境放射線の測定に
加えて空気中に浮遊する
塵に含まれる放射能や
気象データを測定
しています。

環境試料採取
（陸上）

葉菜，牛乳，土壌
雨水，河川水等を
サンプリングし，
放射能を測定
しています。

モニタリングポスト

原子力施設の敷地周辺では，
環境放射線を連続して
測定しています。

環境試料採取
（海洋）

魚介類，海藻，海水等を
サンプリングし，放射能を
測定しています。

周辺監視区域
原子力施設
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原子力発電所周辺のモニタリング（川内の例）

原子力発電所周辺の環境モニタリング
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¾ 「核燃料サイクル」とは、原子力発電所の使用済燃料を再処理することにより取り
出したウランとプルトニウムを再利用すること。

Pu239 は U238＋n→U239→Np239→Pu239で生成
¾ 限りあるウラン資源を有効利用し、エネルギーの安定確保に貢献。
¾ 放射性廃棄物の量を減らすことができる。

再処理工場
（青森県六ヶ所村)

ＭＯＸ燃料工場中間貯蔵施設
（青森県むつ市)

ＭＯＸ燃料

原子力発電所
（軽水炉）

使
用
済
燃
料

高
速
増
殖
炉
使
用
済
燃
料

原子力発電所
（高速増殖炉）

高速増殖炉用
再処理工場

MOX燃料

ウラン・
プルトニウム

ウラン・
プルトニウム

高速増殖炉用
燃料工場

プルサーマル

高レベル放射性廃棄物

ウラン鉱山 燃料製造工程
（濃縮等）

ウラン燃料

天然ウラン
鉱石

高レベル放射性廃棄物
最終処分施設

軽水炉
サイクル
［現在］

高速増殖炉
サイクル
［将来］

（青森県六ケ所村)

＊プルトニウムを軽水炉（熱
中性子炉：サーマル・リア
クター）で利用することを
プルサーマルという。

＊

核 燃 料 サ イ ク ル
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核 燃 料 サ イ ク ル

軽水炉によるエネルギー生産量：燃焼度（平均） 45,000MWD／ton・U

燃えやすいウラン
（ウラン235）

プルトニウムに変化

燃えにくいウラン
（ウラン238）

発電前
（新燃料濃縮度：4.5%）

発電後
使用済燃料

発電によるウラン燃料の組成の変化

4.5%

95.5%

4.9%

93.0%

ウラン236
0.6%含む

2.5% プルトニウム
1.1%

ウラン235
1.0％

再
利
用
可
能

核分裂生成物
（TRU0.1%含む）

高レベル放射性廃棄物
（ガラス固化体として

地層処分）
ウランから生成した
プルトニウムの核分裂割合

プルトニウム
30%

ウラン238
7%

ウラン235
63%

軽水炉内でウラン燃料の発電割合
ウラン燃料の約4.6%相当（重量）が消耗
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ウラン炉心

ウラン
約70%

プルトニウム
約30%

100

80

60

40

20

0

炉
心
全
体
で
の
発
電
割
合
（
％

） 初期※ 末期
約1年間の運転期間

1/4MOX炉心
100

80

60

40

20

0

炉
心
全
体
で
の
発
電
割
合
（
％
）

初期 末期
約1年間の運転期間

※約1年間の運転毎に、炉心の燃料の約1/5から1/4を新燃料に取り替えるが、残りは
継続使用するため、ウラン炉心の運転初期でも燃焼して生成したプルトニウムを含む
燃料が存在している。

ウラン
約50%

プルトニウム
約50%

プルサーマルでは、PuとUの混合酸化物（Mixed OXide、MOX)燃料を
通常、炉心全体の１/３以下装荷する。ウラン燃料炉心と特性上大差
なく、欧米で３０年以上の実績があり、我が国でも九州電力、四国電
力、東京電力等で開始し、各電力会社が予定している。

核 燃 料 サ イ ク ル
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一般に、転換比が１以上である場合増殖と言う。高速エネル
ギー領域では、核分裂の連鎖反応に寄与しなかった中性子がウ
ラン－238に吸収されて核分裂性物質のプルトニウムー239に変
換され増殖される。一般的には、このために炉心周囲に劣化ウ
ランのブランケットを設ける。

生成された核分裂性物質量
消費した核分裂性物質量

転換比＝

再 処 理

核分裂生成物
0.9トン

UO2
9.6トン

PuO2
1.3トン

高速炉による発電

軸方向ブランケット 炉心燃料径方向ブランケット

PuO2
1.1トン

UO2
5.0トン

UO2
3.8トン

UO2
2.1トン

UO2
1.3トン

PuO2
0.2トン

注

実用化時代の高速炉の姿の一例を示すものである。
燃焼度約15万MWD/T，稼働率89%，平衡炉心における物質収支

注

核 燃 料 サ イ ク ル
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核燃料サイクル ー 再処理工程

硝酸

溶媒抽出剤
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放 射 性 廃 棄 物 の 種 類
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低レベル放射性廃棄物の管理
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高レベル放射性廃棄物の管理
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高レベル放射性廃棄物多重バリアシステム
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高レベル放射性廃棄物の地層処分場の概念
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１．エネルギー源に求められる三要件

・ 安定供給の確保
・ 地球環境への適合
・ 市場原理の活用 － 経済性

２．エネルギー需要供給の現状と将来（価格変動含む）

３．地球温暖化とCO2排出量問題

これからのエネルギーをどうする？

エネルギー問題とは何か？

0

200
180
160
140
120
100

80
60
40
20

自
給
率
（

%
）

15 19
39

50
70

87 95

148

183
エネルギー自給率（原子力を除く）
エネルギー自給率（原子力を含む）

15 4
27

7

61 78
94

139

177
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エネルギー自給率（原子力を除く）
エネルギー自給率（原子力を含む）

15 4
27

7

61 78
94

139

177

核燃料はごく少量で大きなエネルギーを発生、常
に３～４年分以上備蓄でき、準国産と言われる。

主要国のエネルギー自給率

35

原子力
30%

天然ガス
28%

石炭
24%

石油
10%

水力
9%

その他
1%

電源別発電電力量の割合
(2006年）
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中国・インド等人口超大国、新興国等の需要拡大により
世界的にエネルギー危機、資源争奪となる！

エネルギー源別

1.2082 trillion
barrels

41
years

181 trillion
Cubic meters

63 years
100
years

5.47 million
tons

147
years

909.1
billion tons

1兆2,082億
バーレル

41年

181兆ｍ3

63年 100年

547万
トン

147年

9,091
億トン

資源確認埋蔵量と可採年数資源確認埋蔵量と可採年数

石 油
2006年末

天然ガス
2006年末

石 炭
2006年末

ウラン
2007年1月

出典 (1) BP統計2007
(2) URANIUM2007

高速増殖炉が
実用化されれ
ば３,０００年

可採年数＝確認可採
埋蔵量／年生産量

世界の一次エネルギー消費の現状と将来世界の一次エネルギー消費の現状と将来

18000
16000
14000
12000
10000
8000
6000
4000

0
2000

1980 1990 2000 2010 2020 2030

26.5

百
万
ト
ン
（
石
油
換
算
）

他の再生可能
エネルギー

バイオマス

34.1

20.95.9
2.2
9.8
0.0

29.1

29.8

21.2
5.7
2.4
9.6

2.2

水力

原子力

天然ガス

石油

石炭

WEO全量，
２008

化石燃料への依存化石燃料への依存
はは8080％以上％以上

国際エネルギー機関(IEA), 2009
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風力発電

山手線の3.5倍の面積（約264km2）

~8,700億円
~20％

太陽光発電

山手線一杯の面積（約67km2）

~3.9兆円
~12％

原子力発電所一基

敷地面積 0.５km2
建設費 ～2,800億円
稼働率 ～80％

9 CO2の排出量削減には、太陽光や風力など新エネ
ルギーの導入も非常に有効な手段

9ただし、現時点では経済性や供給安定性などの課
題が存在することも事実

各種発電設備（１００万ｋ各種発電設備（１００万ｋWW級）の比較級）の比較

新エネルギーの導入と課題
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我が国の新エネルギー導入実績と目標

全体の 0.4％

出典：資源エネルギー庁「原子力2009」他
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原子力発電はどの程度寄与できるか

全発電電力量の約30％を供給
１．安定供給の確保
燃料のウランは、政情安定な国から輸入出来、資源量も
比較的十分に存在する。また、原子炉に一度燃料を装荷
すれば３年以上使用出来る上、備蓄が容易である。

２．地球環境への適合
発電過程でCO2を排出せず、 SOｘ, NOｘ, 煤塵も放出しない。

３．経済性
発電原価は化石燃料、水力、自然エネルギーと比較して最も
安価である。

原子力発電所の新増設により全発電電力量の
40～50％を供給することは可能
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各種電源別のＣＯ２排出量の比較

【出典：電力中央研究所報告書他】

原子力は火力の1/20～1/40,
太陽光発電の1/2

火
力
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複
合
）火

力
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79

864

695

43

476

123

376

98

943

738

599

474

38 25 20 13 11

※発電燃料の燃焼に加え，原料の採掘から発電設備
等の建設・燃料輸送・精製・運用・保守等のために
消費される全てのエネルギーを対象としてCO2排出
量を算出

※原子力については,現在計画中の使用済燃料国内
再処理・プルサーマル使用（1回リサイクルを前提）・
高レベル放射性廃棄物処分等を含めて算出

発電燃料燃焼

設備・運用

石
炭
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力

石
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光
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原子力は発電過程で
CO2を排出しない

1/25 ~ 1/45

１００万ｋW１基で約５００
万トン／年のCO2削減
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耐用年数 ： 40年
設備利用率 ： 80％（水力45％）
燃料価格 ：

石油 =  27.4 Î 90.7 $/ﾊﾞﾚﾙ
石炭 =  35.5 Î 76.5 $/ﾄﾝ
LNG =  2.8 Î 5.3  万円/ﾄﾝ

ウラン =  10.1 Î 95.0  $/lbU3O8

条件条件

原子力：原子力： 原子炉解体（原子炉解体（0.030.03¥¥//ｋｋWhWh))、、再処理（再処理（0.500.50）、中間貯蔵（）、中間貯蔵（0.040.04）、）、

高レベル廃棄物処理・処分（高レベル廃棄物処理・処分（0.150.15）、）、TRUTRU処分（処分（0.090.09）費等含む）費等含む

（鉱石）

2008年2月
（試算例のベース）

2002年度平均
（ｺｽﾄ小委のベース）

各 種 電 源 の 発 電 原 価
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0
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20.1
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10～24

46～60

(¥/kWh)

経済産業省
総合資源ｴﾈﾙｷﾞｰ調査会総合部会
ｺｽﾄ小委員会(2003年、2007年)
最近の電気事業者試算例（2008年）

原
子
力

原
子
力
は
初
期
費
用
が
高
い

一
方
、
燃
料
価
格
に
は
あ
ま

り
影
響
さ
れ
な
い
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世界の運転中原子力発電所の設備容量推移

世界原子力協会（ＷＮＡ）より

31カ国で439基、3億9,000万ｋＷが運転中
電力の16％、一次エネルギーの6％を供給

2008年1月1日現在

第１次石油危機

TMI事故

チェルノブィリ
事故
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我が国の原子力発電所の現状と新増設計画

基数 合計出力（万kW）

運転中 54 4884.7

建設中 2 275.6

着工準備中 12 1655.2

合計 68 6815.5

運転中の原子力発電所

MWe 基数

アメリカ 102,750 103

フランス 66,020 59

日本 48,839 54

ロシア 23,550 31

ドイツ 21,370 17

韓国 11,710 20

世界

全体
386,412 440

日本は世界第３位
の原子力発電国
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我が国の原子力発電所の新･増設計画
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世界的な原子力発電導入計画（１）

平成21年度版原子力白書より（ＷＮＡ資料に基づく）

中、露、印、米、日等で大幅な増設計画
世界全体：923基／876ＧＷ
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１．帰ってきた米国（１０４基, １００GW, ２０％）

― ３０年間新規発注なし
― 稼働率向上（～９０％）, 単機の出力向上

経済性、信頼性の向上
― 規制の効率化、新設の優遇措置（税制、

政府保険等）
― 国民の支持（賛成：７０％、反対：２３％）

３０基以上の新設計画

世界的な原子力発電導入計画（２）
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２．目を覚ました欧州
― しばらく新増設停止

供給安定性、環境適合性から原子力重視

¾ フランス（５９基、６３ＧＷ, ８０％） ： 原子力中心を維持
¾ フィンランド（４基、３ＧＷ, ３３％） ： １基建設中、１基計画中
¾ 英国（１９基、１１ＧＷ, ２０％） ： 軽水炉へ建て替え準備中
¾ スウェーデン（１０基、９ＧＷ, ４８％） ： 廃止期限撤回、建て替え

容認
¾ スイス（６基、４０％） ： 新増設凍結撤回
¾ ドイツ（１７基、２０ＧＷ, ３０％） ： 廃止時期を平均１２年延長
¾ イタリア ： 新設準備中
¾ 旧東欧諸国 ： 新増設続出

世界的な原子力発電導入計画（３）
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３．活発なアジア、その他の国々

¾ 中国（１１基、９ＧＷ, ２．４％） ： ’２０年までに７０ＧＷ、’３０年

までに２００ＧＷ

¾ インド（１７基、４ＧＷ, ３％） ： ’２０年までに２０ＧＷ、’３０年

までに４８～６３ＧＷ

¾ 韓国（２０基、１８ＧＷ, ３８％） ： １０ＧＷ（８基）

¾ ベトナム－１４ＧＷ、インドネシア－４ＧＷ、タイなどで計画中

¾ ロシア（３１基、２２ＧＷ, １５％） ： ’３０年までに４０ＧＷ

¾ その他、旧ソ連圏、中東、アフリカでも活発な動き

世界的な原子力発電導入計画（４）
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原子力発電プラントの供給体制
１９８０年代 現在

日本 ３社

（三菱重工、日立、東芝）

欧州 ４社

ブラウン・ボベリー、アセア、
フラマトム、シーメンス

米国 ４社

ウェスティングハウス、ジェネラル・
エレクトリック、コンバッションエンジ
ニアリング、バブコック＆ウィルコックス

（群雄割拠） （再編・統合化）

中型炉
で提携

アレバ（仏）

三菱重工

ロスアトム（露）

斗山重工業（韓）

ウェスティングハウス（米）
東芝

日立－ジェネラル・エレクトリック

PWR

BWR

○国際的産業再編の中で、我が国原子炉メーカーがアレバ社とともに中心プレーヤーに。原子力
関連資機材でも大きな世界シェアを誇る。しかしながら、昨今になって競争が激化。日米仏に加
え、ロシア、韓国企業（低廉）が台頭。今後、 中国企業も進出してくる可能性。

○日本の弱みは、設備利用率の低さや海外原子力ビジネスの経験の乏しさ（これまでプラント建
設を専ら国内で行ってきた日本メーカー、ゼネコン等は国際的な価格競争への対応力に改善の
余地有り）。
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高速炉実験炉「常陽」高速炉実験炉「常陽」
昭和52年臨界

高速原型炉「もんじゅ」高速原型炉「もんじゅ」
平成6年臨界

高速実証炉
2025年頃

実用炉

2050年頃
１４年半ぶり
に運転再開

世界の高速増殖炉開発の現状

我が国の高速増殖炉開発

ロシア： 実験炉、原型炉運転中、
実証炉建設中

インド： 実験炉運転中、原型炉建設中
中国： 実験炉建設中、

実証炉計画中
フランス： 原型炉計画中
米国： ？

高 速 増 殖 炉 の 開 発 状 況
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１．原子力発電の原理は、原子本体の核分裂に
伴って発生するエネルギーを利用するもので、
少量のウラン、プルトニウムから莫大なエネル
ギーが得られ、この過程でCO2を発生しない
クリーンなエネルギーである。

２．原子力発電所は、多重防護の思想を設計に取り

入れ、周辺住民の安全確保を第一としている。

３．ウラン資源を有効に活用する視点から燃料をリ

サイクルして用いる核燃料サイクルは重要で
ある。

ま と めま と め （（ １１ ））
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ま と めま と め （（ ２２ ））

４．風力、太陽光発電等再生可能エネルギーの
導入拡大を図るべきであるが、低炭素の基幹
エネルギーとなるものは、原子力発電以外は
考えられない。我が国では、全発電電力量の
約30％を担っているが、化石燃料の枯渇への
懸念、地球温暖化問題から国民の理解を得つつ、
原子力発電の拡大を図ることが妥当である。
国際的にも、同様な考えで世界各国は、原子力
利用に向け、原子力ルネッサンス時代を迎えて
いる。
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参 考 資 料
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名 称 単 位 名 （ 記 号 ） 定 義

放射能の単位 国際単位系（SI）

ベクレル （Bq）

放射線量の単位 国際単位系（SI）

吸 収 線 量 グレイ （Gy）

放 射 能

線 量 シーベルト （Sv）

エネルギー
エレクトロンボルト／
電子ボルト （eV）

エネルギーの単位

1秒間に原子核が崩壊する数を表す単位

放射線のエネルギーがどれだけ物質（人
体を含むすべての物質）に吸収されたか
を表す単位。
1Gyは1kgあたり1ジュールのエネルギー
吸収があったときの線量。

放射線によってどれだけ影響があるかを
表す単位
（1シーベルト＝1000ミリシーベルト）

放射線等のエネルギーを表す単位
（1eV＝1.6×10－19J）

放射能、放射線、エネルギーの単位
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主要国の一次エネルギー構成
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主要国の電源別発電電力量の構成比

新
潟
県
中
越
沖
地
震
の
影
響
で
減
少
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非化石エネルギー等の利用によるＣＯ２排出抑制効果
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髙レベル放射性廃棄物の放射能の減衰
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髙レベル放射性廃棄物処分地の選定プロセス


